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 別紙１   

設置・運営に係る条件 

 

１ さいたま市図書館の概要 

（１）所在地・来館者数 

館  名 所 在 地 
年間来館者数 

（令和 7 年度統計） 

中央図書館 浦和区東高砂町 11-1 901,396 人 

北浦和図書館 浦和区北浦和 1-4-2 299,757 人 

東浦和図書館 緑区中尾 1440-8 385,860 人 

大宮西部図書館 北区櫛引町 2-499-1 175,794 人 

春野図書館 見沼区春野 2-12-1 119,718 人 

与野図書館 中央区下落合 5-11-11 252,910 人 

岩槻図書館 岩槻区本町 4-2-25 66,061 人 

桜図書館 桜区道場 4-3-1 305,986 人 

北図書館 北区宮原町 1-852-1 520,643 人 

武蔵浦和図書館 南区別所 7-20-1 450,882 人 

桜木図書館 大宮区桜木町 1-10-18 87,780 人 

 

（２）休館日・開館時間 

館 名 休 館 日 開館時間 

中央図書館 

第１・第３月曜 

※国民の祝日・休日の場合は開

館し、翌々日（水曜）に休館 

平日 

 ９時～21 時 

土・日・祝休 

 ９時～18 時 

北浦和図書館 

毎週月曜 

※国民の祝日・休日の場合は開

館し、翌々日（水曜）に休館 

平日 

 ９時～20 時 

土・日・祝休 

 ９時～18 時 

東浦和図書館 

大宮西部図書館 

春野図書館 

与野図書館 

桜図書館 

北図書館 

武蔵浦和図書館 

桜木図書館 

岩槻図書館 

毎週火曜 

※国民の祝日・休日の場合は開

館し、翌日（水曜）に休館 

平日 

 ９時～18 時 

土・日・祝休 

 ９時～17 時 

    ※休館日は、上記の他、年末年始（12月 29 日～１月４日）、特別整理期間があります。 
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２ 設置場所 

さいたま市図書館11館、12か所 

※別添「物件調書」を参照してください。 

 

３ 広告掲載・設置に関する条件  

（１）「さいたま市広告掲載要綱」、「さいたま市広告掲載基準」及び「さいたま市教育委員会所管の

印刷物及びホームページにおける広告掲載の取扱いについて」並びに関連法令を遵守するととも

に、事前に市の審査を受けその承認を得たものでなければ掲載・設置できません。審査に関する

資料及び提出期限等は市の指定に従ってください。 

（２）広告物の内容に変更がある場合は、再審査を受けてください。 

（３）広告物の内容に関する一切の責任は事業者が負うものとし、市は一切の責任及び負担を負わな

いものとします。 

（４）広告媒体本体に事業者の連絡先を明示してください。 
 

４ 貸付料に関する条件  

（１）最低貸付価格は 年額360,476円（12か所合計の年額・消費税抜き）とします。 

（２）貸付料は、上記の最低貸付価格以上の額を本募集要項の「様式第６号 貸付料提案書」により提

案してください。なお、提案の年額に消費税相当額を加算した金額を貸付料とします。 

（３）消費税法の改正により税率が変動した場合には、消費税相当額は改正後の税率により再計算す

るものとします。 

（４）貸付料は、市が指定する方法により、期限までに納付してください。 

（５）貸付料とは別に、建物総合損害共済負担金を市が指定する方法により、期限までに納付してく

ださい。 

 

５ 契約の締結  

内定された事業者は、賃貸借契約（以下「契約」という。）を締結するものとし、貸付開始時期に

ついては契約締結時に決定します。 

また、本募集要項の「様式第６号 貸付料提案書」により提案された貸付料の２分の１の額を、契約

保証金として納付しなければならないものとします。 

ただし、さいたま市財産規則第37条の２の規定に該当する場合は免除とします。  

納付した契約保証金については、契約に基づく給付が完了したとき、その他これを返還する事由が

生じた時に還付します。  

 

６ 目的外使用及び転貸・再委託等の禁止  

貸付する財産について、指定された用途若しくは目的以外に使用することは禁止します。  

また、契約に基づく権利の一部又は全部を他の者に転貸し、譲渡し、担保に供し、又は営業を委託

することは禁止します。  

 

７ 原状回復義務  

契約期間が満了したとき又は契約が解除されたときは、貸し付けた物件を自己の負担で原状回復し、

市が指定する期日までに引き渡さなければならないものとします。  

ただし、市が特に承諾したときは、この限りではありません。  
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期日までに原状回復の義務を履行しないときは、市が原状回復のための処置を行い、その費用の支

払いを事業者に請求することができるものとします。  

この場合、事業者は市に対し、何らの異議を申し立てることができません。  

 

８ 損害賠償  

（１）事業者が、貸付物件の使用に当たり図書館又は第三者に損害を与えた場合は、すべて自己の責

任においてその損害を賠償しなければならないものとします。  

（２）事業者がその責めに帰する理由により、貸付物件の一部又は全部を滅失又は損傷したときは、

当該滅失又は損傷による損害額を市に支払うものとします。  

ただし、事業者が自己の負担で貸付物件を原状に回復した場合は、この限りではありません。 

 

９ 施設の長期休館 

図書館は施設の修繕を順次行う予定であり、修繕期間中は施設が休館となります。１か月以上休

館となる場合の貸付料は休館する期間を除いて月割り計算した金額とします。 

 

１０ その他の条件  

（１）広告媒体の設置にあたっては、図書館の維持管理及び災害時の避難誘導に支障とならない形状

及び構造としてください。 

（２）広告媒体の倒壊及び破損等により、図書館利用者等及び設置施設に危険を生じさせることのな

いようにしてください。  

（３）その他設置・運営に際し必要な事項が発生した場合は、市と協議してください。 


